
令和３年度 第３回磐田市介護保険運営協議会 次第

日 時 令和４年３月 15日（火）
午後１時 30分～午後３時 00分

開催方法 WEB会議（ZOOM）・集合型

１ 開  会

２ あいさつ

３ 議  事 

 (1) 磐田市地域包括支援センター事業評価について          資料１

 (2) 令和４年度磐田市地域包括支援センター運営方針（案）について  資料２

 (3) 地域包括支援センター  

介護予防ケアマネジメント・介護予防支援の一部委託について   資料３ 

 (4) 介護予防事業の取り組みについて                                資料４ 

４ 連絡事項            

５ 閉  会



地域包括支援センター 事業評価 

事業評価による特徴 

・事業間連携と包括的・継続的ケアマネジメントの項目でセンター間の差が大きく開いた。 

・介護予防ケアマネジメント・介護予防支援の項目では、前年度から改善しているセンターが多

くなった。 

今後の対応 

・市民が公平なサービスを受けられるようセンター間の差の解消、市とセンターの共通認識を持

てるよう取り組む。 
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令和４年度 

磐田市地域包括支援センター事業運営方針

磐田市健康福祉部高齢者支援課 

資料２



【基本的事項】

１ 背 景 

本市の総人口は減少傾向にありますが、高齢者人口は令和７年に団塊の世

代が75歳以上となり、令和22年にはピークを迎え、高齢化率は32.6%となる

ことが予想されています。高齢者人口の内訳は、令和４年に前期高齢者数を

後期高齢者数が上回る見込みで、要介護（支援）認定者数や認知症高齢者数

の増加、介護の担い手不足等の背景から、地域包括支援センター（以下「セ

ンター」という。）の役割はますます重要となります。 

第９次高齢者保健福祉計画・第８期介護保険事業計画では、「やさしさ、

ふれあい、支え合いのまちづくり」を基本理念とし、地域住民がお互いに支

え合い、高齢者、障がいのある人など、すべての人が、いつまでも可能な限

り住み慣れた地域で暮らし続けることができる「地域共生社会」の実現を目

指しています。その実現に向けて、住民が自ら運動・食生活・社会参加に着

目した健康づくりに取り組む環境の整備など、しあわせな最期（健康長寿）

を迎えられることができるよう、地域包括ケアシステムの構築を進めていま

す。 

２ 方針策定の趣旨 

この方針は、介護保険法第115条の47第１項の規定に基づき、高齢者保健

福祉計画・介護保険事業計画における基本理念・基本目標の実現に向けてセ

ンターの担う役割を明確にするとともに、円滑で効率的な事業の実施に資す

ることを目的とします。 

３ 市の役割 

市は、実施主体としてセンター運営について体制整備及び機能強化に努め、

適切に関与するため、主に以下の役割を担うこととします。 

・センターの運営方針の明確化と継続的な評価・点検に関すること 

・センターの運営体制の確保に関すること 

・地域ケア会議の運営・総合調整に関すること 

・生活支援体制整備事業の推進に関すること 

・在宅医療・介護連携の推進に関すること 

・認知症施策の推進に関すること 

・虐待や困難事例等に対する支援、関係機関との連携支援 

４ 介護保険運営協議会の役割 

介護保険運営協議会は、センター運営について公正・中立に実施できる者

への業務委託や担当地区の設定、センターの事業実施方針等について審議し

ます。市は、介護保険運営協議会に対し、センターの運営状況等を報告し評

価・助言を求めます。 



【事業実施方針】

Ⅰ 基本方針 

センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な

援助を行うことにより、保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援しま

す。また、地域包括ケアを推進するため、Ⅱ・Ⅲに掲げる事業を一体的に実

施し、医療・介護・福祉等の関係機関や多様な社会資源の連携拠点として中

核的な役割を担います。

センターに配置する各種専門職は、各々の知識を活かしながら互いに業務

の理念や骨子を理解した上で連携・協働の体制を作り、業務全体を「チーム」

として支えていきます。 

Ⅱ 包括的支援事業 

１ センターの運営 

 総合相談支援業務 

① 総合相談窓口としての機能 

・地域住民の身近な相談先として、高齢者一人ひとりの相談に対し、

丁寧かつ迅速な対応を心掛ける。

・ワンストップ相談窓口として、相談者に必要な情報を収集及び提供

し、適切な機関又はサービスへつなぐ。また、相談内容に応じて継続

的な支援を行う。

・相談内容について、正確な状況把握や緊急性の判断を行い、関係機

関と連携を図る。 

・継続支援が必要な相談には、十分なアセスメントを行い、支援計画

の作成をする。

・家族支援の視点を持ち、事前対応を含め関係機関との連携を図る。 

② 実態把握のための活動 

・個別的支援が必要な対象者を訪問し、心身の状況や生活環境等につい

て実態を把握、個別課題（ニーズ）の早期発見・早期対処の支援を行

う。 

・個別課題と地域との関係性を明らかにし、一体的に支援する視点を持

って地域アセスメントを行う。 

 権利擁護業務 

すべての支援過程において、常に権利擁護の視点に基づいた支援を行い、

緊急性が高い事例には迅速に対応する。普及啓発及び地域支援ネットワー

クの構築により、権利侵害を未然に防ぐことや権利擁護支援が必要な人の

早期発見に努める。 

① 成年後見制度の活用 

・制度の広報活動と利用促進に努める。 

・関係機関と連携を図り、迅速な対応を行う。 

・「（仮称）成年後見支援センター」（中核機関）の開設に向けて連携を

図り、円滑な運営に協力する。 



② 高齢者虐待の防止及び困難事例等への対応 

・高齢者虐待については、磐田市高齢者虐待対応実務者マニュアルに基

づき、迅速な状況把握、市との連携により適切な対応を行う。 

・困難事例については、必要な情報収集と適切なアセスメントの上、緊

急性の判断、関係機関との連携を図り、ケース会議等で対応を協議する。 

③ 消費者被害の防止 

・必要な情報を収集し、地域の高齢者への情報提供・予防活動を市民相

談センター・民生委員児童委員等と協力して行う。 

・消費者被害の被害者に対しては、事実確認後、関係機関と連携して救

済支援を行う。 

 包括的・継続的ケアマネジメント支援業務 

① 関係機関との連携体制構築 

・医療・介護・福祉のサービス機関を把握し、連携体制を深化させる。 

・交流センターや生活支援コーディネーターと地域づくりの連携体制を

構築し、地域資源（インフォーマルサービス等）の把握に努める。

② 介護支援専門員に対する支援 

・介護支援専門員が相談しやすい環境を整備する。 

・ケアプラン会議の活用と地域ケア会議の効果的な実施により、介護支

援専門員の資質向上に資する支援を行う。 

③ 支援困難事例等への指導・助言 

支援困難事例に対し、助言や同行訪問などの支援を行い、介護支援専

門員自身が主体的に問題解決能力を高めるための指導・助言を行う。必

要に応じて地域ケア会議を活用できるようサポートする。 

④ 居宅介護支援事業所の主任介護支援専門員との連携 

介護支援専門員の資質向上、支援困難事例への指導助言において連携、

協働を図る。 

 介護予防ケアマネジメント業務  

① 介護予防ケアマネジメント（第１号介護予防支援事業） 

・要支援者、事業対象者の自立に向けて適切に支援する。 

・短期集中予防サービスＣ（いきいきトレーニング・いきいきライフ）

事業を効果的に実施する。 

・ケアプラン会議の実施に協力する。 

・自立支援の理念を踏まえた市民への周知啓発を行う。 

② 一般介護予防事業（介護予防・日常生活総合事業） 

・新型コロナウイルス感染症の影響及び将来的な介護需要の高まりを見

据え、フレイル・介護予防に重点的に取り組む。 

・市民への「自助」「互助」を促す介護予防の取組の啓発及び支援を行

う。 

・健康増進課地区担当保健師や生活支援コーディネーター第２層、交流

センターとの連携を図り、地域における介護予防活動の浸透を目指す。 



２ 社会保障の充実分 

 在宅医療と介護連携の推進 

① 医療・介護の関係機関との連携支援を進める。

② 地域住民への普及啓発事業を実施する。 

 生活支援体制整備事業の推進 

① 生活支援コーディネーターが行う活動へ協力する。

② 生活支援体制整備事業（第２層）協議体の運営に関して、小地域ケア

会議との連携を図る。 

③ 新たな地域資源創出（通いの場・居場所・生活支援等）に向けて、キ

ーパーソン等地域資源の把握に取り組む。 

④ 高齢者の社会参加促進に協力する。 

 認知症施策の推進 

① 地域住民への普及啓発事業を実施する。 

② 認知症地域支援推進員の活動に取り組む。 

③ 認知症初期集中支援チームの活動へ参画する。 

 地域ケア会議の実施 

① 「磐田市地域ケア会議設置の基本的考え」及び「磐田市地域ケア会議

実施マニュアル」により、地域の実情に合わせて実施する。 

② 個別ケースの検討及び支援を進めるため、個別地域ケア会議を開催す

る。

③ 個別地域ケア会議の積み重ねを通じて、日常生活圏域レベルでの地域

課題について整理・解決策の検討を行うため、小地域ケア会議を開催す

る。

Ⅲ 指定介護予防支援事業 

要支援１・２の認定者に対して、現在の状態の維持・改善が図れるように

利用者や家族と共に目標を定め、自立支援に向けた介護予防プランを作成す

る。また、利用者のアセスメントを十分に行い、適切なケアマネジメントの

もと生活機能向上の実現を目標に掲げて実施する。 

包括的支援事業との業務を考慮し、居宅介護支援事業所への再委託を検討

し適正なプラン数を担当する。 

再委託しているプランについて、３職種が関わり責任を持って担当介護支

援専門員に対し指導や支援を行う。また、同法人の実施するサービス利用に

ついては、抱え込みとならないよう細心の注意を払う。 

Ⅳ 運営体制 

１ 運営の基本的視点 

センターは、以下の３つの視点を持って運営にあたる。

 公益性  

介護・福祉行政の一翼を担う「公益的機関」であり、公正で中立性の高

い事業運営を行うこと。



 地域性  

地域のサービス提供体制を支える中核的な存在であり、地域の特性や実

情を踏まえた柔軟な事業運営を行うこと。

 協働性  

各専門職が「縦割り」で業務を行うことなく、業務の理念・基本的な骨

格を理解した上で、常に相互に情報を共有し、協議して業務を遂行するチ

ームアプローチでの事業運営を行うこと。

２ 職員の配置 

保健師（地域ケア・地域保健等に経験のある看護師）、社会福祉士、主任

介護支援専門員の３職種を適正に配置し、３職種が欠ける時期がないこと。 

３ 地域住民への周知 

地域住民がセンターの場所や業務内容について理解できるよう、チラシ等

の作成・配布を行う。 

４ 個人情報の保護 

個人情報は、関係法令を遵守して適正に管理する。訪問者との相談の際は、

施設構造に応じてプライバシーへの配慮を適切に行う。 

５ 苦情対応 

対応マニュアル等を整備し、誠意をもって対応するとともに記録を残す。

また、担当者や責任者を定め、利用者から見やすいところに掲示する。 

６ 人材育成 

職員の資質向上を図るため、内外の研修に積極的に参加すると共に、参加

しなかった職員に対しても研修で得た知識や情報の共有を図る。 

７ センターのマネジメント 

センター長は、センターのマネジメントを行うと共に、職員全員が目標や

年間計画を共有できる体制を整える。また、ＰＤＣＡサイクルに基づき継続

性のある事業計画を策定する。年に１回以上、業務の質に対する中間評価を

行い、事業の質の向上に努める。 

災害や感染症等の影響により、センター運営が滞らないよう市と連携して

ＢＣＰを策定する。 

８ 市との連携 

センターは、センター長会議等の機会を通じて、市と連携して包括的支援

事業の運営に努める。 

また、専門職種等の職員で構成する会議等への参加を通して情報交換を進

め、課題を共有し、解決に向けて主体的に取り組む。 



事業所番号

事業所名

時期 事業所番号 事業所名 開設者名

令和３年９月 2218310288 遠江病院指定居宅介護支援事業所 医療法人社団大法会

令和３年10月 2276700057 ケアプランセンターアイケア磐田 株式会社アイケア

令和３年12月 2276900095 豊田ゆうあいの里居宅介護支援事業所 社会福祉法人遠州中央会

令和４年１月 2276901218 ゆやの里居宅介護支援事業所 社会福祉法人八生会

事業所番号

事業所名

時期 事業所番号 事業所名 開設者名

令和３年10月 2276400021 紅紫萩在宅介護支援センター 社会福祉法人紅紫会

令和４年１月 2276901218 ゆやの里居宅介護支援事業所 社会福祉法人八生会

事業所番号

事業所名

時期 事業所番号 事業所名 開設者名

令和３年11月 2276901093 ｅ-ケア居宅介護支援事業所 株式会社ブロケイド

令和４年１月 2276901218 ゆやの里居宅介護支援事業所 社会福祉法人八生会

事業所番号

事業所名

時期 事業所番号 事業所名 開設者名

令和４年１月 2267390058 ケアプラン　ルピナース袋井 株式会社リンメール

事業所番号

事業所名

時期 事業所番号 事業所名 開設者名

令和３年９月 2277204570 聖隷ケアプランセンター浅田 社会福祉法人聖隷福祉事業団

令和３年10月 2276900251 あおぞら居宅介護支援事業所 株式会社琉心海

令和４年３月 2277201691 ケアプランセンターマリン 株式会社マディバ

磐田市見付492-2

磐田市地域包括支援センター　介護予防ケアマネジメント・介護予防支援の一部委託について

2206900017

磐田市城山・向陽地域包括支援センター

住  所

浜松市浜北区中瀬3832-1

磐田市加茂395

磐田市下万能700

磐田市加茂395

2206900025

磐田市中部地域包括支援センター

住  所

袋井市高尾1468

磐田市加茂395

2206900090

磐田市南部地域包括支援センター

住  所

磐田市見付508-34

住  所

浜松市南区都盛町193-1

浜松市南区芳川町576-3
ミッキーⅡ101号

2206900041

磐田市豊岡地域包括支援センター

住  所

袋井市久能1701-1

2206900033

磐田市竜洋地域包括支援センター

磐田市見付542-2
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令和３年度 磐田市介護保険運営協議会 協議事項 資料 

【テーマ】 

新新たたなな介介護護予予防防事事業業のの取取組組ににつついいてて

【現状分析】 

１ 磐田市の状況 

総人口169,013人（R3.3 月末） 

高齢者数は48,294人で高齢化率28.9％（うち75歳以上は23,496人） 

R７年    総人口 167,063人、高齢者数49,225人（29.5％） 

  R22年  総人口151,830人、高齢者数49,444人（32.6％） 

高齢者夫婦のみ世帯数7,675世帯、独居高齢者世帯数7,608世帯（R３.3月末） 

認知症高齢者数4,840人（R2.３月末）R７年5,540人、R22年 6,528人 

要支援・要介護認定者数7,555人、認定率15.8%（R３.3 月末） 

 H23.3 月末 5,449人、認定率14.6%  

第１号被保険者 保険料（月額基準額）第８期介護保険計画 5,100円 

地域の住民主体で取り組む介護予防活動

  サロン179団体、シニアクラブ174団体、いきいき百歳体操116団体（R４.1月末） 

２ 磐田市高齢者の暮らしと介護についてのアンケート調査結果 

「健康づくり活動等への参加意向」について「是非参加したい」回答率 

一般高齢者6.7%、事業対象者12.6％、要支援認定者5.6％  

⇒サービスが必要になってから、健康づくり活動等への意識が高まっている。 

「健康づくり活動等へお世話役として参加意向」について「参加したくない」回答率 

  一般高齢者58.5%、事業対象者56.1%、要支援認定者69.5% 

  ⇒運営側として参加することに拒否的、負担に感じる人が多い。 

生きがい（喜びや楽しみ）を感じるときは、要支援になると、友人・知人と過ごすとき

よりテレビ・ラジオを視聴しているときと回答した方が多い。 

友人や知人と過ごすとき テレビ・ラジオの視聴 

一般高齢者 49.4 45.7 
事業対象者 50.0 44.4 
要支援認定者 43.8 52.0 

通いの場（いきいき百歳体操など介護予防のための場）などの参加者は、全ての対象で

男性より女性の参加率が高い。  

男性 女性 

一般高齢者 1.8 11.5 
事業対象者 15.0 33.5 
要支援認定者 13.3 19.3 

「介護予防や生きがい活動を支援するサービスで利用したいもの」について 

「早期の認知症を発見し、重度化を予防する認知症予防教室」が全ての対象で最も高い。 
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【課題】 

１ 高齢者人口の増加や核家族化に伴い、認知症高齢者、独居高齢者の増加。 

２ 要支援・要介護者数の増加による介護給付費の増加と介護サービス供給体制の整備。 

介護給付費 H23年：86億円⇒R2年：123億円 

３ 介護予防に無関心のまま高齢となり、状態が悪化し生活支障が出て地域包括支援センタ 

ーにつながることが多い。 

４ 通いの場（サロンやいきいき百歳体操など）の後継者不足、男性参加者が少ない。 

５ 介護予防サービスが少ない（一般介護予防事業は「いきいき百歳体操」のみ）。 

６ 介護保険事業特別会計の中での総合事業による新たな支援の方法を検討しているが、担 

い手確保や補助対象となる利用者が要支援認定者や事業対象者であることや、ケアマネ 

ジメントが必要になるなどの課題がある。 

 【今後の方向性】 

１ 介護予防の必要性について市民への普及啓発。 

２ 他部門、民間企業等を巻き込んだ介護予防の環境整備（公的保険外サービスの活用など）。 

【話合いの視点（各委員からいただきたい意見）】 

１ 磐田市の介護予防の取組について感じていること。 

２ 介護予防への意識がない人を念頭に置いた、幅広い世代へのアプローチの方法。 

３ 地域・施設・職場で取り組めそうなこと（所属する団体等で取り組めそうなことなど）。 



委員提供資料
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